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Ⅰ 社会福祉法等の一部を改正する法律（平成28年３月31日成立）

改正の趣旨

福祉サービスの供給体制の整備及び充実を図るため，社会福祉法人の経

営組織の見直し，事業運営の透明性の向上及び財務規律の強化，介護人材

の確保を推進するための取組の拡充，社会福祉施設職員等退職手当共済制

度の見直し等の措置を講ずること。

主な内容

１ 社会福祉法人制度の改革

(1) 経営組織のガバナンスの強化

□ 理事・理事長に対する牽制機能の発揮

□ 財務会計に係るチェック体制の整備

(2) 事業運営の透明性の向上

□ 財務諸表の公表等について法律上明記

(3) 財務規律の強化

① 適正かつ公正な支出管理の確保

② いわゆる内部留保の明確化

③ 社会福祉事業等への計画的な再投資

(4) 地域における公益的な取組を実施する責務

□ 社会福祉法人の本旨に従い他の主体では困難な福祉ニーズへの対応を

求める

(5) 行政の関与の在り方

□ 所轄庁による指導監督の機能強化

□ 国･都道府県･市の連携を推進

２ 福祉人材の確保の促進

(1) 介護人材の確保に向けた取組の拡大

(2) 福祉人材センターの機能強化

(3) 介護福祉士の国家資格取得方法等の見直しによる資質の向上等

(4) 社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直し
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Ⅱ 社会福祉法人制度改革の概要

目 的

公益性・非営利性を確保する観点から制度を見直し，国民に対する説明

責任を果たし，地域社会に貢献する法人の在り方を徹底する。

主な内容

(1)経営組織 ① 議決機関としての評議員会を必置

のガバナン ※理事等の選任・解任や役員報酬の決定など重要事項を決議

スの強化 ② 役員・理事会・評議員会の権限・責任に係る規定の整備

③ 親族等特殊関係者の理事等への選任の制限に係る規定の整備

④ 一定規模以上の法人への会計監査人の導入 等

(2)事業運営 ① 閲覧対象書類の拡大と閲覧請求者の国民一般への拡大

の透明性の ② 計算書類，現況報告書（役員報酬総額，役員等関係者との取引内容

向上 を含む。），役員報酬基準の公表に係る規定の整備 等

(3)財務規律 ① 役員報酬基準の作成と公表，役員等関係者への特別の利益供

の強化 与を禁止 等

② 純資産から事業継続に必要な財産の額を控除し，福祉サービ

スに再投下可能な財産額（「社会福祉充実残額」）を明確化

③ 再投下可能な財産額がある社会福祉法人に対して，社会福祉

事業又は公益事業の新規実施・拡充に係る計画の作成を義務づ

け（社会福祉事業，地域公益事業，その他公益事業の順に検討）等

(4)地域にお ① 社会福祉事業又は公益事業を行うに当たり，日常生活又は社

ける公益的 会生活上支援を要する者に対する無料又は低額の料金で福祉サ

な取組を実 ービスを提供することを責務として規定

施する責務 ※利用者負担の軽減，無料又は低額による高齢者の生活支援等

(5)行政の関 ① 都道府県の役割として，市による指導監督の支援を位置づけ

与の在り方 ② 経営改善や法令遵守について，柔軟に指導監督する仕組み（勧

告等）に関する規定を整備

③ 都道府県による財務諸表等の収集・分析・活用，国による全

国的なデータベースの整備 等
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Ⅲ 理事，監事，会計監査人，評議員と法人との関係

ポイント

① 法人とその理事，監事，会計監査人及び評議員は，委任の関係にあ

る。（社会福祉法（以下，「法」という。）第38条）

② 民法の規定により，委任を受けた者（受任者＝理事・監事・会計監

査人・評議員）は，「善良な管理者の注意をもって，委任事務を処理

する義務」（＝善管注意義務）を負う。

③ このため，理事，監事，会計監査人及び評議員は，常勤・非常勤，

報酬の有無にかかわらず，その職責に応じた注意義務をもって職務に

当たることが求められる。

評議員 法人運営に係る重要事

項の議決機関である評議 結果報告

(理事数を 員会を構成

超える数)

業務執行の決定，理事 監査（評価）

理 事 長等の職務の監視を担う

理事会を構成 是正・改善の

社 （６人以上） 理事長は法人を代表し，助言・指導

会 業務を執行

福

祉 委 任

法

人 監 事

理事の職務執行及び計

（２人以上） 算書類等を監査

会計監査人 計算書類等を監査

(一定規模以上

は必置)

※委任を受けた者は善管注意義務を負う。



4/16

Ⅳ 監事について

１ 監事の設置（法第36条第１項）

社会福祉法人は，評議員，評議員会，理事，理事会及び監事を置かなけ

ればならない。

２ 監事の員数（法第44条第３項）

監事は２人以上でなければならない。

３ 監事の選任及び解任

① 役員（理事及び監事）は，評議員会の決議によって選任する。

（法第43条第１項）

② 役員（理事及び監事）が次のいずれかに該当するときは，評議員会の

決議によって，当該役員を解任することができる。（法第45条の４第１項）

一 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。

二 心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えな

いとき。

③ 理事による，監事の選任に関する議案の評議員会への提出に対する監

事の同意又は請求については，監事の過半数をもって決定する。

（法第43条第３項（一般法人法第72条第１項））

４ 監事の資格等（欠格事由は各役員と同様)

① 監事は，理事又は当該社会福祉法人の職員を兼ねることができない。

（法第44条第２項）

② 監事には，次に掲げる者が含まれなければならない。（法第44条第５項）

一 社会福祉事業について識見を有する者

二 財務管理について識見を有する者

③ 監事のうちには，各役員の配偶者又は三親等以内の親族その他各役員

と特殊の関係がある者が含まれてはならない。（法第44条第７項）

【参考】

上記４－②－二「財務管理について識見を有する者」については，公認

会計士や税理士の資格を有する者が望ましいが，社会福祉法人，公益法人

や民間企業等において財務・経理を担当した経験を有する者など法人経営

に専門的知見を有する者等も考えられるが，これらの者に限られるものでは

ない。

【指導監査ガイドライン第Ⅰ ５(2)３着眼点の注２】
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５ 監事の任期（法第45条）

① 選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評

議員会の終結の時まで。

ただし，定款によって，その任期を短縮することを妨げない。

② 監事を再任することは差し支えなく，期間的な制限はない。

６ 監事の権限等

ポイント
① 監事は，理事の職務の執行を監査するために，監事には各種の権限が付与

され，また義務が課される。

② 監事が複数いる場合でも，その権限は各監事が独立して行使でき，義務は

各監事がそれぞれ負う。

【監事の権限（主なもの）】P6
① 理事の職務執行の監査，監査報告

評議員会 の作成

② 計算書類等の監査

監事の ③ 事業の報告要求（理事，職員に対し），

選任・解任 業務・財産の状況調査

④ 理事会の招集請求

説明 報酬の決定 ⑤ 理事の行為の差止め請求（法人に

著しい損害が生ずるおそれがある

議案等の とき）

調査 ⑥ 会計監査人の解任

監 事
【監事の義務（主なもの）】P7

職務執行 出席 ① 善管注意義務

監査 ② 理事会への出席義務

招集請求 ③ 理事会への報告義務（理事の不正

事業の 行為又はそのおそれ，法令・定款違反，

報告要求 著しく不当な事実があるとき）

④ 評議員会の議案等の調査・報告義

行為の 務（報告義務については，法令・定

差止請求 理事会 款違反又は著しく不当な事項がある

場合）

⑤ 評議員会における説明義務

理 事 【監事の責任】P8
○ 損害賠償責任，刑事罰等
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(1) 監事の権限（主なもの）

① 理事の職務執行の監査，監査報告の作成（法第45条の18第１項）

② 計算書類等の監査（法第45条の28第１項）

③ （理事，職員に対する）事業の報告要求，業務・財産の状況調査

（法第45条の18第２項）

④ 理事会の招集請求（法第45条の18第３項(一般法人法第101条第2項)）

⑤ 理事の行為の差止め請求（法人に著しい損害が生ずるおそれがあ

るとき）（法第45条の18第３項(一般法人法第103条)）

⑥ 会計監査人の解任（法第45条の５）

【参考】

１ 監事は，理事の職務の執行を監査し，計算関係書類の監査と事業報告等

の監査を行い，その職務の遂行のため，いつでも，理事及び当該社会福祉

法人の職員に対し，事業の報告を求め，または，社会福祉法人の業務及び

財産の状況を調査することができる｡ 【（①，②）③関係】

２ 監事は，理事が不正の行為をしたとき，若しくは不正の行為をするおそ

れがあると認めるとき，又は，法令・定款に違反する事実，著しく不当な

事実があると認めるときは，理事に対し理事会の招集を請求できる。

【④関係】

３ その際，当該請求を行った日から５日以内に，その請求があった日から

２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場

合は，その請求をした監事は，理事会を招集することができる。【④関係】
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(2) 監事の義務（主なもの）

① 善管注意義務（民法第644条）

② 理事会への出席義務
（法第45条の18第３項(一般法人法第101条第1項)）

③ 理事会への報告義務
（理事の不正行為又はそのおそれ，法令・定款違反，著しく不当
な事実があるとき）（法第45条の18第３項(一般法人法第100条)）

④ 評議員会の議案等の調査・報告義務
（報告義務については法令・定款違反又は著しく不当な事項があ
る場合）（法第45条の18第３項(一般法人法第102条)）

⑤ 評議員会における説明義務（法第45条の10(一般法人法第190条)）

【参考】
１ 監事は，理事会に出席し，必要があると認めるときは，意見を述べなけれ

ばならない。 【②関係】

監事が出席することにより，理事会の議論を把握し，理事の業務執行
の監督につなげるとともに，理事会において法令・定款に違反する決議
や著しく不当な決議等が行われるのを防ぐ趣旨。

２ 監事は，「①理事が不正の行為をしたとき」，「②理事が不正の行為をする
おそれがあると認めるとき」，「③法令・定款に違反する事実があるとき」，
「④著しく不当な事実があるとき」には，その旨を理事会に報告する義務を
負う。 【③関係】

理事の法令・定款違反等について，理事会による是正を促す趣旨。

３ 監事は，理事が評議員会に提出しようとする議案，書類等を調査し，法令
・定款に違反する事項や著しく不当な事項があると認めるときは，その結果
を評議員会に報告しなければならない。 【④関係】

４ 監事は，評議員会において，評議員から特定の事項について説明を求めら
れた場合，当該事項について必要な説明をしなければならない。ただし，当
該事項が評議員会の目的である事項に関しないものである場合その他正当な
理由がある場合として省令(規則第２条の14)で定める場合は，この限りでな
い。 【⑤関係】
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(3) 監事の責任（主なもの）

① 法人に対する損害賠償責任

（その任務を怠ったとき）（法第45条の20第１項）

② 第三者に対する損害賠償責任

（その職務を行うについて悪意又は重大な過失があったとき）

（法第45条の21第１項）

③ 第三者に対する損害賠償責任

（監査報告に記載し，又は記録すべき重要な事項についての虚偽

の記載又は記録をしたとき（ただし，注意を怠らなかったことを証

明したときは，この限りでない。））（法第45条の21第２項）

④ 特別背任罪（法第155条，法第156条）

収賄・贈賄罪

７ 監事の監査業務

■ 計算関係書類の監査（会計処理の状況）

■ 事業報告等の監査（事業，業務の執行状況）

８ 監事の監査報告

◆ 計算関係書類・財産目録の監査
(1) 会計監査人 非設置法人

監事は，計算関係書類（計算書類及びその附属明細書）及び財産
目録を受領したときは，次に掲げる事項を内容とする監査報告を作
成しなければならない。（法施行規則第２条の27，第2条の40第２項）

① 監事の監査の方法及びその内容

② 計算関係書類が当該法人の財産，収支及び純資産の増減の状況を全
ての重要な点において適正に表示しているかどうかについての意見

③ 監査のため必要な調査ができなかったときは，その旨及びその理由

④ 追記情報（会計方針の変更，重要な偶発事象，重要な偶発事象など
の事項のうち監事の判断に関して説明を付す必要がある事項 ,又は計
算関係書類の内容のうち強調する必要がある事項）

⑤ 監査報告を作成した日
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◆ 計算関係書類・財産目録の監査
(２) 会計監査人 設置法人

監事は，計算関係書類（計算書類及びその附属明細書）及び会計
監査報告並びに財産目録を受領したときは，次に掲げる事項を内容
とする監査報告を作成しなければならない。（法施行規則第２条の31，
第2条の40第２項）

① 監事の監査の方法及びその内容

② 会計監査人の監査の方法又は結果を相当でないと認めたときは，そ

の旨及びその理由

③ 重要な後発事象

④ 会計監査人の職務の遂行が適正に実施されることを確保するための

体制に関する事項

⑤ 監査のため必要な調査ができなかったときは，その旨及びその理由

⑥ 監査報告を作成した日

◆ 事業報告等の監査

監事は，事業報告等（事業報告及びその附属明細書）を受領した
ときは，次に掲げる事項を内容とする監査報告を作成しなければな
らない。（法施行規則第２条の36）

① 監事の監査の方法及びその内容

② 事業報告及びその附属明細書が法令又は定款に従い当該法人の状況
を正しく示しているかどうかについての意見

③ 当該法人の理事の職務の遂行に関し，不正の行為又は法令若しくは
定款に違反する重大な事実があったときは，その事実

④ 監査のため必要な調査ができなかったときは，その旨及びその理由

⑤ 内部管理体制の整備に関する決定又は決議の内容の概要及び当該体
制の運用状況の概要（監査の範囲に属さないものを除く）がある場合
において，当該事項の内容が相当でないと認めるときは，その旨及び
その理由

⑥ 監査報告を作成した日

※監査報告の様式例：「監事の監査報告書の様式例について」（平成30年４月27

日厚生労働省社会･援護局福祉基盤課事務連絡）参照
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Ⅴ 社会福祉法人に対する指導監督の見直しについて

＜改正前＞ ＜見直しの方向性＞

現状と課題 考え方
① 監査事項に関して，具体的な 社会福祉法人に対する指導監督につ

確認内容や指導監査の基準が示 いては，ガバナンス強化等による法人
されていないことから，所轄庁 の自主性・自律性を前提とした上で，
の指導が地域により異なる規制 国の基準を明確化（ローカルルールの
や必要以上に厳しい規制（ロー 是正）し，指導監査の効率化・重点化
カルルール）が存在している。 を図る。

② 地域の多様な福祉ニーズに対 対 応
応していくためには，法人の自 ① 指導監査要綱の見直し，監査ガイ
主性・自律性を尊重する必要が ドラインの作成・周知
ある。 法令，通知等で明確に定められた

事項を原則とし，監査事項の整理・
③ 社会福祉法人の経営組織のガ 簡素化を図る。

バナンスの強化を図るため，会 併せて，監査の確認事項や指導監
計監査人監査が導入されるが， 査の基準を明確化したガイドライン
所轄庁監査との関係性を整理す を作成し，所轄庁へ通知するととも
る必要がある。 に法人にも周知を図る。

＋ ② 会計監査人監査導入に伴う行政監

査の省略・重点化

規制改革(H26.6.24閣議決定) 指導監査要綱の見直しの際，会計

○ 所轄庁における指導・監督を 監査人監査において確認する会計管
強化するため，監査のガイドラ 理に関する監査事項の重複部分の省
インや監査人材の育成プログラ 略を可能とし，監査の重点化を図る。
ムを策定することとし，その工
程表を策定する。 ③ 監査周期等の見直しによる重点化

→ 工程表に基づき，監査のガイ 前回の監査結果を踏まえ，経営組
ドラインを平成29年４月に策定 織のガバナンスの強化等が図られて
するとともに，所轄に対する人 いる等，良好と認められた法人に対
材育成のための研修会を実施す する監査の実施周期を延長。
る。 一方，ガバナンス等に大きな問題

があると認められる法人に対して
は，毎年度監査を実施するなど，指

附帯決議 導監査の重点化を図る。
① 指導監督等の権限が都道府県

から小規模な一般市にも委譲さ ④ 監査を担う人材の育成

れていることから，所轄庁に対 社会福祉法人に対する指導監査が

し適切な支援を行う。 法定受託事務であることを踏まえ，
監査ガイドライン等により，所轄庁

② 指導監督に係る国の基準を一 職員を育成するためのプログラムを
層明確化することで標準化を図 作成し，平成29年度より研修を実施
ること。 する。
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Ⅵ 指導監査実施結果（令和５年度）

１ 指導監査の実施状況

対象数 実施数 実施率
区 分

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

社会福祉法人 156 47 30%

社会福祉施設等 1,189 815 69%

社
老人福祉施設 212 66 31%

会
福

障害者(児)福祉施設 105 68 65%
祉
施

児童福祉施設 445 445 100%
設
上

有料老人ホーム 265 86 32%
記
以 認可外保育施設

162 150 93%
外 へき地保育所

計 1,345 862 64%

※ 社会福祉法人については，概ね３年に１回の実施

※ 社会福祉施設等については，毎年指導監査を実施することとしているが，老人福祉施設，

障害者福祉施設，有料老人ホームは３年に１回，へき地保育所は２年に１回実施している。

２ 文書指摘の概況

１ 施 設
区 分 実施数 文書指摘 文書 文書指摘 当 た り

実 数 指摘率 延べ件数 指摘件数
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ｃ Ｃ／Ｂ

社会福祉法人 47 14 30% 26 1.9

社会福祉施設等 815 113 14% 249 2.2

社
老人福祉施設 66 9 14% 10 1.1

会
福

障害者(児)福祉施設 68 9 13% 15 1.7
祉
施

児童福祉施設 445 43 10% 77 1.8
設
上

有料老人ホーム 86 25 29% 108 4.3
記
以 認可外保育施設

150 27 18% 39 1.4
外 へき地保育所

計 862 127 15% 275 2.2
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３ 令和５年度社会福祉法人に対する主な文書指摘事項

(1)【定款】

・基本財産が定款に記載されていない。

・直近の定款が，法人のホ－ムペ－ジや「社会福祉法人の財務諸表等電子

開示システム」（WAMNET）に公表されていない。

・理事会及び評議員会において，定款変更の決議をしているが，所轄庁への

変更認可申請がなされていない。

(2)【評議員・評議員会】

・実際に評議員会に参加できない者が評議員に選任されている。

・評議員会の招集通知を期限までに評議員に発していない。

・招集通知に記載しなければならない事項が，理事会の決議により定めら

れていない。

・事業計画及び当初予算について，評議員会の承認を得ていない。

・評議員会（書面決議）の議事録が作成されていない。

(3)【理事・理事会】

・施設を設置している法人において，当該施設の管理者が理事に選任され

ていない。

・理事会の招集手続きについて，定められた期間内に通知されていない。

・理事長が職務の執行の状況を理事会に報告していない。

(4)【評議員，理事，監事及び会計監査人の報酬】

・理事の報酬が，報酬等の支給基準に従って支給されていない。

(5)【事業】

・社会福祉事業の用に供する不動産の借用について，賃借権の設定が行わ

れていない。

(6)【会計管理】

①会計の原則

・資金の繰替使用について，年度内に精算が行われていない。

・各拠点毎に仕訳日記帳が作成されていない。

・入所者預り金の事務について，要領に基づいた処理が行われていない。
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(6)【会計管理】

②規程・体制

・経理規程が遵守されていない。

・預金通帳等と預金届出印の鍵の管理者が同一人で，別々に管理されて

いない。

③会計処理

・注記に係る勘定科目と金額が計算書類と不整合

(7)【管理（その他）】

・登記事項を期限までに登記していない。

・公印が押印決裁を経ずに使用されている。

・重要な契約について，理事会の承認を得ていない。

・随意契約が，一般的な基準に照らし合わせて適正に行われていない。

４ 令和５年度社会福祉施設等に対する主な文書指摘事項

(１)老人福祉施設に対する文書指摘事項

※老人福祉施設：特別養護老人ホーム，養護老人ホーム，軽費老人ホーム

①【基本事項】

・看護職員について，常勤換算方法で３以上配置する必要があるが，

基準を満たしていない。

・機能訓練指導員や栄養士，ユニットリーダーが配置されていない。

②【職員処遇】

・給与規程について，手当が変更されているにも関わらず，規程を改正

しないまま運用されている。

③【入所者処遇】

・身体拘束等の適正化委員会を３月に１回以上開催していない。また，

その結果について，介護職員その他の従事者に周知徹底を図っていない。

④【預り金等】

・入所者預り金について，適切な管理がなされていない。



14/16

⑤【給食】

・検便が毎月実施されていない職員がいる。

⑥【非常災害対策】

・消火訓練及び避難訓練が法令等に基づく必要回数実施されていない。

・消防計画の策定・更新が行われていない。

・消防計画の所轄消防署への変更･届出がなされていない。

⑦【会計管理】

・特別養護老人ホームからの資金繰入について，繰入に関する制限が

遵守されていない。

・随意契約について，契約締結に係る書面での決裁が行われていない。

また，100万円を超える契約について，契約書でなく請書が作成され

ている。

・重要な契約について，理事会で議決がなされていない。

(２)障害者（児）施設に対する文書指摘事項

※障害者（児）施設：児童発達支援センター，福祉型障害児入所施設，医療型障害児入所施設

①【基本事項】

・職員の配置基準に基づく定数が満たされていない。

・福祉型児童発達支援センターにおいて嘱託医が未配置。

・虐待防止対策について，具体的な対策が講じられていない。

②【職員処遇】

・給与規程について，給料表，初任給格付基準（前歴換算基準），級別標

準及び職務基準の整備がなされていない。

③【入所者処遇】

・入所時の健康診断，１年に２回の定期の健康診断及び臨時の健康診断

が，学校保健安全法に規定する健康診断に準じて行われていない。

・人権擁護に関する取り組みについて，研修等がなされていない。

・感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会が設置されていない。
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④【預り金等】

・預金通帳等と通帳等印の管理について，各保管責任者が同一人で，

別々の保管責任者を定めていない。

⑤【給食】

・調理員の検便が毎月実施されていない。

⑥【非常災害対策】

・消火訓練及び避難訓練が実施されていない月がある。

⑦【会計管理】

・障害者支援施設において，当期資金収支差額合計に資金不足があるに

もかかわらず，法人本部への繰入れを行っている。

・契約の執行伺いに，予算見込額，履行期間の記載がない。

・100万円以上の契約について，契約書を徴取していない。

(３)児童福祉施設（障害児施設以外）に対する指摘事項

※児童福祉施設：助産施設，乳児院，母子生活支援施設，保育所等（保育所型認定こども園含む），

幼保連携型認定こども園，児童養護施設，児童心理治療施設，児童自立支援施設，

児童家庭支援センター

①【基本事項】

・保育士が児童福祉施設最低基準に規定する配置基準を満たしていない。

・朝夕の時間帯に保育士等が２人以上配置されていない日がある。

・建物等の規模及び構造に変更がある場合に，変更届出書が提出されて

いない。

・保育室について，児童１人当たりの基準面積を満たしていない。

・幼保連携型認定こども園において，学校薬剤師が配置されていない。

②【職員処遇】

・超過勤務手当について，規程と支給実態が不整合

・新規採用職員の採用時の健康診断及び職員の定期健康診断を実施して

いない者がいる。

・衛生推進者を選任していない。
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③【入所者処遇】

・入所時の健康診断が実施されていない者や定期健康診断を年２回受け

ていない者がいる。

・児童の権利擁護（虐待，ネグレクト等）に関する職員研修が未実施

・幼保連携型認定こども園における設置者の運営状況評価が未実施

④【給食】

・調理従事者の検便が毎月実施されていない。

⑤【建物等の設備】

・建物の改修工事を行なっているので，実態に合わせて児童福祉施設変更

届出書を県の所轄課へ提出すること。

・部屋の目的外使用があるので，実態に合わせて児童福祉施設変更届出書

を県の所轄課へ提出すること。

⑥【非常災害対策】

・消防計画の変更・届出が行われていない。

・消防設備について，機器点検が６か月毎に行われていない。

・消火訓練及び避難訓練が毎月実施されていない。

⑦【会計管理】

・子育て支援事業及び保育所等にかかる弾力運用の対象となる経費が，

委託費の３か月分の範囲内となっていない。

・保育所において，各種積立資産への積立支出と当期資金収支差額の

合計額が，事業活動収入計の５％相当額を上回っている。

・経理等通知の別表１に掲げる事業等のいずれかを実施する保育所等

にかかる経費(小計A(別表２))が，改善基礎分加算額相当額の範囲

内となっていない。

・翌年度に前期末支払資金残高として取り扱うことができる当期末支

払資金残高が, 当該年度の委託費収入の30％を超えている。


